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はじめに 
高レベル放射性廃棄物の地層処分で考慮する数万年以上に及ぶ時間スケールでは、気候変動や隆起・侵食によ
る地形変化などにより地表水文環境に変化が生じる。特に、降水量、蒸発散量、河川流量の変化は、地下深部
の地下水流動の上部境界条件となる地下水涵養量を変化させるため、長期的な地表水文環境の変化を見込んだ
地下水涵養量の推定が重要となる。本技術開発では、山間部を対象として、過去から現在における気候変動と
地形変化を考慮した地下水涵養量の推定を実施した。 
  
地下水涵養量の推定方法 
地下水涵養量は水収支法により推定する。水収支法を用いるためには、地表水文要素である降水量、蒸発散量
および河川流量の推定が必要となる。 
既往研究で報告された既存の観測データを整理した結果から、降水量と蒸発散量は気温に対して概ね正の相関
関係を示すことが確認されている1)。したがって、過去の気候から気温を推定することにより、降水量と蒸発
散量を算出することができる。河川流量については、流域の地形の特徴に基づいて算出される河川流量に関す
る指標（流出指標）と同流域の河川流量データ、流域の降水量データから、降水量に対する河川流量の割合
（流出率）を算出する方法2)を適用する。 
  
山間部における適用例 
本手法の適用性を確認するため、中部地方南部の比較的低標高で小起伏な山地～丘陵を流域とする庄内川（流
域面積約340km2）を例に、地下水涵養量を推定した。対象とする時間断面は、対象地域の地形モデルが作成さ
れている100万年前、45万年前、14万年前および現在とし3)、各時間断面の地形及び気候条件（氷期と間氷
期）を考慮した。 
対象地域における過去30万年の気温は、寒冷な時期と温暖な時期で約8～10℃の気温差で推移しており4)、この
結果を基に、現在の平均気温を基準として氷期、間氷期の気温を算出した。 
推定された過去の気温に対し、降水量は、太平洋沿岸、北アジア、北ヨーロッパ、北アメリカの観測データ
（気温と降水量）1)から得られる相関式、蒸発散量は気温と実蒸発散量の関係1)に東濃地域の観測結果5)を考慮
した関係式を用いて推定した。 
河川流量は、数値標高モデル（DEM）で表現される現在の地形と過去の地形に共通する流出指標を求め、現在の
地形の流出指標と観測結果から得られる流出率との相関式に過去の地形の流出指標を代入し算出した。 
これらの結果、観測データ等に基づく現在の地形で間氷期の気候条件での地下水涵養量118mm/年に対し、各時
間断面の地下水涵養量は45万年前（氷期）118～172%、45万年前（間氷期）147～273%、14万年前（氷
期）81～135%、14万年前（間氷期）88～196%と推定された。なお、現在の地形で氷期の気候条件下では
58～72%となった。過去の氷期においては、現在の間氷期の気候条件よりも降水量や蒸発散量が減少するにもか
かわらず、地下水涵養量は現在より増加する結果となった。これは、地形変化に伴う河川流量の変化が地下水
涵養量の変化に大きな影響を与えることを示唆している。 
一方で、起伏が乏しく平坦な地形が推定された100万年前については、地形の特徴に基づく河川流量の推定が困
難であった。平坦な地形に対応した流域抽出手法の改良と平野部における本手法の適用性の確認が今後の課題
である。 
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